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大牟田市
目　　次


１　事業提案書類届出書　　１部提出
《表　　紙》　　事業提案書類提出届　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｐ４
※グループの場合は別紙「構成員一覧表」を添付
《表紙別紙》　　構成員一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｐ５　


２　提案内容に関するもの　 １０部提出（正本１部、副本９部）
　　副本には、会社ロゴを含み、提案者の名称がわかるものは一切記載しないこと。

《様式 １》　 事業提案書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｐ６～Ｐ１１　
　　　　　ア.開発事業のコンセプト　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ６
　　　　　イ.施設配置計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ７
ウ.事業計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ８
　　　　　エ.業務実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ９
　　　　　オ.地域への貢献　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ１０
　　　　　カ.周辺環境への配慮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ１１

《様式任意》　建築計画関係図書	
ア.完成パース図（４方向以上）
イ.緑化計画図
ウ.交通処理計画書（車両・歩行者動線、駐車場・駐輪場の計画台数の計算根拠）


３　提案者に関するもの　　各１部提出
《様式 ２》　 　　　委任状（グループで参加表明する場合）　　　　　　　 　Ｐ１２
《様式 ３》　 　　　誓約（構成員ごとに作成）　　　　　　　　　         　Ｐ１３
《様式 ４》 　　　　役員等名簿及び照会承諾（暴力団排除条例に基づく書類） Ｐ１４
	
※提案書提出時には、全ての構成員について以下の書面を提出すること。
	・会社概要（パンフレット等）
・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
・大牟田市の市税（同市税が課税されていないもので市外に主たる事務所又は事業所を有
するものにあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の市町村税）について滞納がな
いことの証明書。
・都道府県税、法人税、消費税及び地方消費税について滞納がないことの証明書。
・直近３か年分の決算書
※納税証明については、事業提案書を提案する日から前３か月以内に発行されたもの。



※各提出書類を作成するに当たっては、以下の事項に留意すること。
　１　言語及び単位
各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位はＳＩ単位とすること。
２　用紙、文字の大きさ
原則として建築計画図書等（図面）はＡ３用紙を横、その他はＡ４用紙を縦に使用し、横書　　　
きで記述すること。枠の大きさ等については適宜変更してもよい。文字の大きさは、１０.５ポイント以上とすること（図中の文字にあっては、この限りではない）。
　３　図面
　　　図面はＪＩＳの建築製図通則に従って作成すること。
  


（表紙）
令和　　年　　月　　日

大牟田市長　関　好孝　様

　　　　　　　　　　　　　　　　 （法人又は参加グループの代表）
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印

（担当者連絡先）
所属・職名
氏　名　　
電　話　　
ＦＡＸ　　
E-mail　　

事業提案書類提出届


新大牟田駅産業団地賑わい交流用地開発事業の公募型プロポーザルにあたり、別添のとおり事業提案書類を提出します。




※グループで参加する場合は、構成員一覧表（表紙別紙）を添付すること。
（表紙別紙）
構成員一覧表

	１　代表　〔○○○〕を担当する者

	所在地
商号又は名称
代表者職氏名


	２　〔○○○〕を担当する者

	所在地
商号又は名称
代表者職氏名


	３　〔○○○〕を担当する者

	所在地
商号又は名称
代表者職氏名


	４　〔○○○〕を担当する者

	所在地
商号又は名称
代表者職氏名




※　〔○○○〕欄には、当該構成員の役割を簡単に記載すること。
　例）プロジェクトマネジメント、金融機関・投資会社、リーシング会社など
※　記入欄が足りない場合は、本様式を複写して使用すること。
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様式１－１

	ア.開発事業のコンセプト・概要及び特徴、事業効果

	◆　募集要項や審査基準の内容を踏まえ、具体的かつ簡潔に記載してください。


※　Ａ４版２枚以内とすること。















[bookmark: _Hlk208245026]様式１－２

	イ.施設配置計画

	◆　施設配置計画には、店舗等の業態（名称が記載できる場合は、記載してください）、建物の階数・延べ床面積数を記載してください。

※施設配置計画はＡ３版１枚とすること。






様式１－３
	ウ.事業計画

	※（１）～（３）あわせてＡ４、Ａ３版３枚以内とすること。　　　　　　　　　（単位：千円）
（１）投資計画の概要
投資の内訳（建設費等）と金額を記載してください。



（２）資金計画
資金調達計画、長期事業計画について、以下の内容を踏まえ具体的かつ簡潔に記載して下さい。　　　　

●資金調達計画
・資金調達方法（自己資金・銀行融資・投資家資金・開発パートナーとの共同出資など、資金調達の考え方等）
※金融機関等から融資内諾書や基本合意書及び関心表明書等を得ている場合は、別途その写しを添付すること。

●事業収支計画



（３）事業スケジュール
・各種関係法令の申請スケジュール、建設スケジュールを作成して下さい。





様式１－４
	エ.業務実績

	※　Ａ４版２枚以内とすること。
（1） 概ね過去１０年の間、本開発事業と同等以上の業務実績。（複数回答可）

	項目名
	詳細記入

	事業名称
	

	事業実施年月
	

	事業敷地面積
	

	施設内容
	

	事業概要
	

	業務の概要
	




※記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。







様式１－５
	オ．地域への貢献（地域貢献、雇用創出効果）

	◆　募集要項や審査基準の内容を踏まえ、具体的かつ簡潔に記載してください。


※　Ａ４版２枚以内とすること。


様式１－６
	カ．周辺環境への配慮

	◆　募集要項や審査基準の内容を踏まえ、具体的かつ簡潔に記載してください。


※　Ａ４版２枚以内とすること。


様式２
令和　　年　　月　　日

委　　任　　状

大牟田市長　関　好孝　様
（産業振興課）

	構成員
	所在地
商号又は名称印

代表者職氏名

	構成員
	所在地
商号又は名称印

代表者職氏名

	構成員
	所在地
商号又は名称印

代表者職氏名



私は、下記の者を代表構成員とし、事業提案書の提出日から基本協定の締結の日まで、「新大牟田駅産業団地賑わい交流用地開発事業」に関する大牟田市との契約について、次の権限を委任します。

	受任者
	所在地
商号又は名称印

代表者職氏名

	委任事項
	１　下記事業に関する募集への提案内容の提出について
２　下記事業の契約等の締結に関する大牟田市との協議・交渉について 

	事業名
	新大牟田駅産業団地賑わい交流用地開発事業



※記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。









様式３
誓　　約　　書

令和　　年　　月　日

[bookmark: _Hlk208501690]大牟田市長　関　好孝　様
（産業振興課）

[bookmark: _Hlk208504618]（届出者）　所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名
者名　　　　　　　　　　　　


私は、大牟田市が大牟田市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利することがないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したうえで、大牟田市暴力団排除条例及び下記募集要項に係る暴力団の排除に係る条項について説明を受け、これを了解し、下記事項について誓約いたします。
なお、これらの事項に反する場合、契約の解除等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。

記

１　新大牟田駅産業団地賑わい交流用地開発事業募集要項「３.参加者の資格」に定める暴力団員及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団排除条項」という。）のいずれにも該当しません。

２　暴力団排除条項に該当する事由の有無を警察に照会するため、役員名簿等を提出します。

新大牟田駅産業団地賑わい交流用地開発事業募集要項抜粋（暴力団排除条項）
・大牟田市暴力団排除条例（平成２２年６月２９日条例第９号）第２条第２号に規定する暴力団員でない者、並びに同条例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員を密接な関係を有する者でないこと






様式４
役員等名簿及び照会承諾書
令和　　年　　月　　日
大牟田市長　関　好孝　殿
（産業振興課）
（届出者）　所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　

当法人(団体)は、下記の役員名簿に相違ないことを誓約するとともに、当法人(団体)及びこの名簿に記載した者について、新大牟田駅産業団地賑わい交流用地開発事業公募要項３.参加者の資格に規定する要件に係る確認のため、暴力団又はその構成員との関係の存在に関し、大牟田警察署に照会することを承諾します。
記

	役　職
	(ふりがな)
氏　名
	性 別
	生 年 月 日

	
	　
	　
	

	
	
	
	

	
	　
	　
	

	
	　
	
	

	
	　　
	　
	

	
	　
	
	

	
	　
	　
	

	
	　
	
	

	
	　
	　
	

	
	
	
	

	
	
	　
	

	
	
	
	


備考１　この書面に記載された個人情報については、個人情報の保護に関する法律〔平成十五年法律第五十七号〕の規定により、上記以外の目的には使用しません。
２　裏面の記入要領を参照し、記載してください。

記　入　要　領

1 　この書面には、次に該当する者を記載すること。
（１）株式会社については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）
（２）合名会社又は合同会社については、社員
（３）合資会社については、無限責任社員
（４）社団法人又は財団法人については、理事（代表理事を含む。）
（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）までに掲げる役職に相当する地位にある者
（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者
（７）次に該当する場合は、（１）から（６）に掲げる者のほか、次の者
　　　ア　支配人を置く場合は、支配人
　　　イ　支店長、営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長、営業所長その他の者
２　氏名は、戸籍に記載されている氏名を楷書で記載すること。

